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「下請負契約における県内企業の活用」を評価の対象とする総合評価方式の Q＆A 

 

Q１ 評価基準における県内企業とは、県内に本社・本店を置く建設業者ですか 

Ａ１ 評価基準の県内企業とは、建設業法施行規則第 19 条の３第１項第２号に規定

する富山県内に主たる営業所を有する者です。 

 また、令和４年９月公告分からは地域に貢献している県外に主たる営業所を有する

企業（※）も県内企業と同等に評価することとします。 

※地域に貢献している県外に主たる営業所を有する企業（①～③の全ての要件を満たす者） 

①富山県内に住所を有する従業員を常時１０人以上雇用する従たる営業所を有する者 

②公募年度又は当該公募年度の前２年度において県道又は市町村道に係る除雪業

務若しくは凍結防止剤散布業務の受託実績がある者 

③入札参加資格の確認の申請の日において富山県地域防災計画に基づき、県と締

結した災害協定に参加している者 
 

≪参考≫建設業法施行規則 

（経営状況分析申請書の記載事項及び様式） 

第十九条の三 法第二十七条の二十四第二項の国土交通省令で定める事項は、次のとおりとする。 

一 商号又は名称 

二 主たる営業所の所在地 

 

 

Q２ 入札時に県内企業を活用する旨の申請をし、契約後、当初設計で計上されてい

ない工種が必要となり、県外企業と下請負契約を締結しました 

この場合、工事成績評定点の３点減点の対象となりますか 

Ａ２ 受注者の責に帰すべき事由によらない場合は、減点となりません 

 

 

Q３ 「下請負契約における県内企業の活用」の下請負契約とは一次下請けのみを対

象としているのか 

Ａ３ 令和４年９月公告分からは、評価する下請負契約を一次下請けのみとしています。 

（以前は、二次以下の下請負契約も評価の対象としていました。） 

 

 

Q４ 県外企業との下請負契約が施工体制台帳等に記載されていないことが、検査

時に判明した場合、悪質であることから、３点の減点の措置では不足ではないか 

A４ 当面の間、現行の運用で対応願います。そのような事例が発生した場合は、建設

技術企画課企画調整係に連絡願います。 

 

 

 



 

 

 

≪参考≫本試行の対象について 

〇本試行の対象となる業務（例） 

オペレーター付き施工機械の契約 

直接の工事目的物でない仮設工（敷並べを含む工事用敷鉄板のリース） 

据え付け作業を含む資材の輸送 

アスファルトカッターの施工 

 

 

〇本試行の対象とならない業務（例） 

測量業務 

ボーリング調査 

資材納入（コンクリート２次製品の製作） 

警備業務（交通誘導員） 

運搬業務（ダンプトラックによる残土搬出） 

準備工としての除草、伐採 

品質管理試験 

作業員に危険を知らせるための警報装置の設置 

現場事務所の整備 

 

 

 

※建設業者のための建設業法（令和３年３月改訂版）北陸地方整備局建政部 抜粋 

 


